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現状確認を急ぎ、定期調査も充実
東京には、建造物や絵画など多くの文化財があり、都

民共通の貴重な財産として、適切に保存・管理すること
が求められています。しかし、国の重要文化財のうち、
絵画や仏像など76点が所在不明との報道がありました。
都選定の文化財の早急な現状確認を行うとともに、定
期的な調査の充実を図っていきます。

「海の森」を拠点に婚活支援
東京湾で整備が進む「海の森」を拠点としたボラン

ティア活動を通し、若い男女の交流のきっかけとなるよ
うな場づくりが必要です。アウトドアに興味ある若い男
女を対象に、様々なイベントを開催するなど、新たな交
流が生まれる機会づくりを工夫していきます。

早期の本格運用へ、来年度は試験運用
入院後 3 か月で転院を迫られる問題で、「家族が入院

した際、余りに早く転院を迫られた。病院で紹介された
転院先は高額で遠方。」などといった、患者家族の切実な
声があります。そこで都は、医療機関の所在地やアクセ
スなどの基本情報や、おおよその月額入院費用など、転
院先選定に必要な情報を簡単に検索できる「転院支援情
報システム」を今年度中に構築する予定です。来年度に
は、試験運用を始め、早期の本格運用を目指しています。

妊婦健診を普及し、相談体制の充実も
妊婦健診は、妊娠期間中を心身ともに健康に過ごし、
母子ともに安全な出産を迎える上で、大変に重要です。
都は、妊娠・出産に関する様々な不安や悩みを抱えてい
る方が、医療機関や行政機関の相談窓口につながるよ
う、インターネット上の広告など、新たな媒体を活用し
た普及啓発を検討し、妊婦がより相談しやすい電話相談
などの体制も充実していきます。

グローバル化が進み、子どもたちの言語能力を
磨く取り組みを一層充実させる必要があります。
今後は、海外の教育委員会との連携を強化して、これまでの取組を一
層充実するとともに、海外派遣研修報告会や国際理解をテーマとした
教員対象の研修に、派遣された国の教員などを、新たにシンポジスト
や講師を加えるなど、教員相互の国際交流を推進していきます。

海外の教員との国際交流を推進

特別養護老人ホームや、介護老健、デイサー
ビスやショートステイ、高齢者向け賃貸住宅な
どを組み合わせた複合施設の整備が、地価が高
く、土地の確保が困難な都市部においては、土
地を有効活用する手法の一つです。今後、こう
した事例を事業者に紹介し、区市町村が地域
ニーズを踏まえて計画的に進める、介護サービ
ス基盤の整備を積極的に支援していきます。

高齢者を支える複合施設

都内経済を支える中小企業が力をつけて発展し
ていくためには、効果の高い設備投資を行い、よ
り良い製品を生み出すことが重要です。しかし、新たな設備投資は
資金面で大きな負担となり、慎重にならざるをえません。そこで都は、
成長産業への参入や付加価値の高いものづくりを目指す中小企業を
後押しするため、設備投資に対する助成制度を検討していきます。

設備投資の助成制度を検討

若年者の声を聞き支援

出産後の母親の孤立感や育児不安の軽減を図る産後ケアは、母子
の心身の健康を支える上で重要な取り組みです。出産後、速やかに
適切な支援につなげるため、今後、産前からの支援も含め、都とし
ての新たな支援策を検討していきます。

少子化対策では、経済的理由などから、結婚や
出産をためらう若者を支援することが重要です。
都では、従来の子育て家庭への支援に加え、結婚や出産前の若年者
を支援するため、局横断的に対応する部会を設置しました。若年者
問題に詳しい専門家にヒアリングするとともに、今後はインター
ネットにより、若年者を中心に、就職、結婚、出産、行政への期待
などについて、幅広い意見を聞く調査を実施していきます。

産後ケアは産前からも

介護をしながら働く男性の家族介護者は、
全国で 200 万人に達し、いわゆる介護退職者
も10万人を超え、さらに増加傾向にあります。
また昇進などを恐れて介護を隠す「隠れ介護
者」の存在も明らかになりました。都は、仕事
と介護の両立支援を一層進めるため、都内中
小企業やその従業員を対象とした実態調査を
検討していきます。また、仕事と介護の両立支援に取り組む事例の情
報発信や、企業同士が情報交換できる機会の提供なども検討します。

介護と仕事の両立へ

都は、この5年間に保育士登録を行った約3万人を対
象に、就労状況を調査したところ、約半数の方が保育士
として働いていませんでした。この調査結果を詳細に分
析し、保育人材の更なる確保策を検討していきます。

保育人材の確保策を強化
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文化財の保全

少子化対策に全力⑴

少子化対策に全力⑵

福祉施策を充実

中小企業支援子どもの言語能力向上へ東京都議会の第４回定例会（11月29日~12月13日）
で都議会公明党は、台風 26 号による甚大な被害を
出した伊豆大島の復旧・復興支援や、東北の被災地
支援の継続、さらに防災対策、教育、福祉、中小企業
支援などの分野で積極的に議論を展開しました。
ここでは代表および一般質問で推進した主な政策を
紹介します。
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